
　当行はガバナンス態勢強化のため、社外取締役が委員
の過半数、かつ委員長を務める、取締役会の諮問機関

「指名・報酬等ガバナンス協議会」を設置しております。
同協議会は、取締役候補者の指名及び取締役の解任、代
表取締役の指名・解職、監査等委員ではない取締役の報
酬等、取締役会の実効性評価に関する事項、その他ガバ
ナンス及び経営上の重要な事項に関する審議を行い、取
締役会はその答申の内容を尊重することとしております。

　また、コンプライアンス態勢の強化を目的に、コン
プライアンス全般を一元的に統括管理する最高責任者
として「CCO（チーフ・コンプライアンス・オフィ
サー）」を設置しております。CCOはコンプライアン
スに関する事案の調査を行い、結果を取締役会へ報告
するほか、各部の施策や事案対応等にコンプライアン
スの観点から問題があると認められる場合は速やかな
改善及び対応を指示します。
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株主総会

コーポレート・ガバナンス体制 （2022年7月1日現在）

⃝概要

取締役会
取締役会は、取締役15名（うち社外取締役5名）で構成し、原則として毎月1回開催するほか、必要に応じて随時
開催し、法令または定款で定められた事項のほか、経営に関する重要事項について決議するとともに、取締役
の業務執行を監督しております。

監査等委員会 監査等委員会は、監査等委員である取締役7名（うち社外取締役5名）で構成し、原則として毎月1回開催するほ
か、必要に応じて随時開催し、取締役の職務の執行を監査・監督しております。

経営執行会議
及び各委員会

経営執行会議は、常務執行役員以上で構成し、業務執行に係る重要な事項の協議決定機関として、定期的また
は随時開催しております。「サステナビリティ委員会」、「収益管理委員会」、「リスク管理委員会」及び「コン
プライアンス委員会」を設置し、専門的な事項について協議決定を行う体制としております。

指名・報酬等
ガバナンス協議会
（任意の委員会）

指名・報酬等ガバナンス協議会は、互選により選出された社外取締役を委員長とし、頭取、監査等委員会の委員長
及び社外取締役を構成員として原則として年2回以上開催（2021年度は9回開催）しております。取締役会の諮問
機関として、取締役候補者の指名及び取締役の解任、代表取締役の指名・解職、監査等委員ではない取締役の報酬
等、及びその他ガバナンス及び経営上の重要な事項に関する審議を行い、取締役会はその答申の内容を尊重する
こととしております。

執行役員制度
経営に関する意思決定の迅速化と業務執行機能の強化を図るため、執行役員制度を導入し、取締役会で選任さ
れた執行役員19名（うち取締役兼務6名）が業務執行にあたることで、機動的な意思決定とスピード感ある企
業経営をめざしております。

監査部
業務の健全性及び適切性の維持・向上の観点から、独立部門である監査部が内部監査部門として、資産・リスク
監査を随時実施するとともに、本部、営業店及び子会社等の業務運営が法令並びに事務手続等に基づき適切に
実施されているかについて内部監査を実施し、その結果を取締役会・監査等委員会等に報告しております。

会計監査人 当行の会計監査人はEY新日本有限責任監査法人です。監査人として独立した立場から適正な監査を実施して
おります。

改定

ガバナンス態勢及びコンプライアンス態勢の強化は当行の持続的な成長と中長期的な企業価値向上に不可欠と
の認識のもと、態勢整備につとめており、2022年4月には東京証券取引所「プライム市場」に上場いたしました。

成長を支える経営基盤

コーポレート・ガバナンス
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⃝政策保有株式の削減
当行の持続的な成長及び中長期的な企業価値向上のため、株式の政策保有については、価格変動リスクの抑制や

資本効率性等の観点から、お客さまとの十分な対話を経たうえで、削減を進めることを基本方針としております。
2023年3月期は前期比30億円の削減をめざしております。

⃝取締役会の構成

⃝取締役会の実効性評価、実効性向上に向けた取組み
当行では、取締役全員を対象にアンケートを実施し、その集計結果の分析に基づいて取締役会の実効性を評価して

おります。取締役会は、評価により洗い出された議題を改善することで、取締役会の実効性の向上につとめております。

社内取締役

10名

社外取締役

5名
取締役

15名

2020年度の評価結果 2021年度の取組み 2021年度の評価結果

課

題

資本コスト等の指標を経
営判断に、より活用する
ための議論の深化

⃝�リスク統括部門による実践的な
役員勉強会の実施

⃝�オープンなディスカッション機会
の創設 評

価

保有スキルや年代、ジェンダー等
の多様性を踏まえた取締役会の構
成に加え、コンプライアンスや取
締役の選解任・報酬体系、後継者
計画等ガバナンス関連についても
透明性の進展等により着実な改善
が進められており、取締役会は高
い実効性を確保している。

経営人材の計画的な育成
への更なる関与

⃝�全取締役のスキル・マトリックス
作成及び後継者育成方針の改定

イノベーションがもたら
す経営環境変化に関する
議論の充実

⃝�取締役によるDX研修への参加
⃝�オープンなディスカッション機会

の創設による議論の充実

（うち2名女性）

2021年度に
認識された課題

❶ DX・脱炭素等の経営課題に対処するため、新たな知見の吸収が必要

❷ 将来を見据えた長期ビジョンに基づく議論の深化

❸ 経営課題に対処するため組成されるプロジェクトの評価・監督の強化

642

2021年
3月末

2022年
3月末

2023年
3月末（見込）

494 477 447
（△30）

469

2020年
3月末

政策保有株式残高（簿価ベース）推移※（銀行単体） （億円）

（　）内は前期比
※子会社株式除く

成長を支える経営基盤

2022年6月29日開催の第153期定時株主総会後、
独立社外取締役の割合は3分の1以上、女性取締役
数は2名となりました。
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